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株式会社フタバ平泉 

代表取締役社長 廣野 輝幸 

 

貸借対照表         （2026 年 3 月 31 日現在）          単位：円 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 3,653,916,094 流 動 負 債 3,595,517,037 

 現 金 及 び 預 金 191,857,718  買 掛 金 2,287,928,983 

 売 掛 金 2,416,656,794  未 払 金 132,385,576 

 製 品 190,608,898  未 払 費 用 220,835,046 

 原 材 料 25,239,435  関係会社短期借入金 300,000,000 

 仕 掛 品 228,043,410  未 払 法 人 税 等 455,994,182 

 貯 蔵 品 127,322,748  賞 与 引 当 金 160,250,000 

 未 収 入 金 463,079,766  未 払 消 費 税 34,824,800 

 そ の 他 流 動 資 産  11,107,325  そ の 他 流 動 負 債 3,298,450 

     

固 定 資 産 4,245,077,323 固 定 負 債 418,719,800 

 有 形 固 定 資 産 4,050,856,330  退 職 給 付 引 当 金 418,719,800 

  建 物 1,835,407,825    

  構 築 物 150,753,560   

  機 械 及 び 装 置 1,270,519,625 負 債 合 計 4,014,236,837 

  車 両 運 搬 具 5,791,830   

  工 具 器 具 備 品 168,550,215 （純資産の部）  

  土 地 592,900,288 株主資本 4,105,375,814 

  建 設 仮 勘 定 26,932,987  資 本 金 495,000,000 

 無 形 固 定 資 産 194,220,993  資 本 剰 余 金 2,147,056,411 

  ソ フ ト ウ ェ ア 193,828,993   資 本 準 備 金 495,000,000 

  そ の 他 392,000   その他資本剰余金 1,652,056,411 

    

 投資その他の資産 220,619,234  利 益 剰 余 金 1,463,319,403 

  繰 延 税 金 資 産 215,954,163   そ の 他 利 益 剰 余 金 1,463,319,403 

ゴ ル フ 会 員 権 330,000   繰 越 利 益 剰 余 金 1,463,319,403 

そ の 他 4,335,071   

  純 資 産 合 計 4,105,375,814 

資 産 合 計 8,119,612,651 負債及び純資産合計 8,119,612,651 



個  別  注  記  表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

    製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は主として総平均法による原価法（貸借対照表価格 

については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により評価しております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 

2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法

によっております。 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存簿価については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

 

３. 引当金の計上基準 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当 

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、当社は退職給付債務の計算においては簡便法を採用し、自己都合退職の当事 

業年度末における要支給額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当社は、主に自動車等車両部品の製造販売を行っております。顧客との販売契約にお 

いて、受注した製品を納入する義務を負っております。原則として、製品の検収時点 

において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足されると判 

断していることから、製品の検収時点で収益を認識しております。なお、代金は取引 

先との契約に基づき、概ね１ヶ月以内に回収しております。 

 

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

グループ通算制度の適用 

    グループ通算制度を適用しております。 

 



会計方針の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

貸借対照表に関する注記 

１. 有形固定資産の減価償却累計額                           8,891,071,151 円 

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権                     2,461,206,394 円 

 短期金銭債務                     2,034,250,287 円 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

    売上高                        22,954,309,892 円 

    仕入高                        15,760,219,295 円 

        その他                          262,956,215 円 

    営業取引以外の取引による取引高               9,568,815 円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 発行株式の種類及び株式数に関する事項 

当事業年度末の発行済株式の種類及び総数     普通株式：10,000 株 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません 

３. 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

 株式の種類      普通株式 

 配当金の総額     1,252,000,000 円 

 1 株当たり配当額   125,200 円 

 基準日        2025 年 3 月 31 日 

 効力発生日      2025 年 6 月 9 日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 株式の種類      普通株式 

 配当金の総額     1,463,000,000 円 

 1 株当たり配当額   146,300 円 

 基準日        2026 年 3 月 31 日 

 効力発生日      2026 年 6 月 12 日 



1 株当たり情報に関する注記 

１. 1 株当たり純資産額     410,537 円 58 銭 

２. 1 株当たり当期純利益     146,297 円 78 銭 

 

税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、未払費用、減価償却、退職給付引当金等であり、評価性 

引当額を控除しております。 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

 親会社及び主要株主等 

 

（注）1.取引金額は消費税等抜きで表示し、期末残高は消費税込で表示しております。 

    2.取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 自動車部品については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、

価格交渉のうえ、決定しております。 

 

② 原材料及び部品の購入については、フタバ産業株式会社の設定価格によっており

ます。 

③ ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引金額は、 

期中の平均残高を記載しております。また、借入金の利率については、市場金利

を勘案して交渉のうえ、決定しております。 

④ フタバ管理費は親会社より提示された料率を基礎として毎期交渉のうえ、決定し

ております。 

 

 

 



金融商品に関する注記 

 

１. 金融商品の状況に関する事項 

（1） 金融商品に対する取組方針 

当社は、自動車部品の販売製造を行うための設備投資計画に照らして、必要な資

金や短期的な運転資金の借入れ、また余資の運用をフタバグループのＣＭＳにて

行っています。 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客は親会社でありリスクは低いと考えられます。 

営業債務である買掛金は、1 年以内の支払期日です。 

（3） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

営業債権については、取引先である親会社と定期的に残高を管理しております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理 

当社では、総務経理課が適時に資金繰り計画を作成・更新することにより、資金 

調達に係る流動性リスクを管理しております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

   現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額

に近似するものであることから、注記を省略しております。 

 

 


